









































































































（Enabling Environment for Sustainable Enterprise）のような中小企業の事業環境の測定ツール，




の意見が十分に反映されていないという話がありました。EESE とか SCORE といった ILO のプロ
ジェクトについても評価や効果が不十分である，拡大路線を取るに足る十分な根拠がないというこ
とで，反論が示されました。





















　今回の総会で取りまとめられた結論文書の中で，今後，2015 年の 10 月から 11 月にかけて開催





























の再生」（2015 年 1 月 1 日）http://www.keidanren.or.jp/policy/2015/vision.html）。
　政策面については，厚労省だけではなく，経済産業省，中小企業庁とも十分連携をいただいて，
産業政策と雇用政策が一体となって，中小企業における生産的でディーセントな雇用の実現を目指
していただくことを期待しております。
　私からの説明は以上です。ご清聴ありがとうございました。（拍手）
